
1. 問題設定
今日, 子どもたちの状況は, 能力主義, 競争主義がも

たらす他者への暴力, 排除などにさらされていると指摘

されている1). こうした状況では, 子どもたちの関係性

における自己と他者とのつながりが崩壊状態にあると思

われる. 学校における学びと生活をつくりだしていく中

で共同する他者の存在が必要であるにもかかわらず, 他

者を差別・排除の対象とする状況に子どもたちは生きて

いる. とりわけ, 発達障害児などは差異がきわだつゆえ

に差別や排除の対象とされやすい.

こうしたなか, 主要には障害児教育の分野から, 排除

(エクスクルージョン) に対峙するものとしてインクルー

ジョンという概念が提起され, 国際的な教育動向として

注目されており, 我が国においてもインクルーシブ教育

の理論的, 実践的な研究が進められてきた2).

インクルーシブ教育はその対象を, 障害を持っている

子どもはもちろんのこと, 障害のあるなしにかかわらず,

貧困, 性, 人種, 民族など, 学習にさまざまな困難を抱

え, 軽視され, 除外されている ｢すべての子ども｣ を対

象にするということ (＝Education for All), そしてそ

の実現のために通常の教育の側のカリキュラムまでをも

含めて改革するものであるということが重要な理念とし

て押えられてきた.

たとえば, 筆者が 2011 年 3 月と 5 月の 2 回にわたり

参与観察および聞き取りを行ったイギリスの St Mary's

C of E Primary School3) では, 子どもたちの代表者か

らなるスクールカウンシルといういわば自治組織があり,

英語・数学以外の教科 (地理・歴史・化学など) の授業

の在り方について子どもたちから ｢楽しくないので改善

してほしい｣ という要求が出され, 教職員集団がその学

習要求を真摯に受け止め, 学校全体で再検討し, 午後の

カリキュラム配分を変更するという点も含んで授業改善

を行っていた.

インテグレーションが, 特別な教育的ニーズ (以下,

SENとする.) を持つ子どもたちを通常の教育の側に統

合したものの, ダンピング状態になっていたり, SEN

を持つ子どもたちの側に同化・適応を求める傾向があっ

たのに対し, インクルーシブ教育の理念である ｢通常教

育の側の改革をめざす｣ ことが, St Mary's C of E Pri-

mary School の事例にも現れている.
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この理念を押さえたうえでメル・エインスコウ (Mel,

Ainscow) は ｢カリキュラムの構成とその提供を再考す

ることによって, すべての生徒に応答する (respond)

ことを試みるプロセス｣4) であるとインクルーシブ教育

の重要性を提起している.

エインスコウは, 第一には, 他者への応答性を生み出

す回路としての協同的な学習やアクティブ・ラーニング

などの教授アプローチを位置づけながら, 学習において

他者と共に参加し共同すること, 第二には, 教師が

SEN を持つ子どもも含めて学級の子どもたちに応答し

ながら自己の実践を問い直すこと, 第三には, 一人ひと

りの教師のインクルーシブ教育実践を支え, 共同する教

職員集団をつくりだすことがインクルージョンを進める

うえで不可欠な要素となることを提起している.

すなわち, 参加と共同を重要な視点としながら応答す

ること (応答性) をプロセスとしてのインクルージョン

をとらえるうえで重要な要素として位置づけておく必要

があり, 学習や生活など学校における教育実践全体を通

してインクルーシブな応答性をいかに重層的に構想し,

追求することができるかということが理論的, 実践的に

インクルーシブ教育を深化, 発展させるために不可欠で

ある5).

一方, 2007 年度から開始された我が国における特別

支援教育は, 従来対象とされてきた障害児に加えて, 学

習障害児 (以下, LD 児とする.), 注意欠陥／多動性障

害児 (以下, AD/HD児とする.), 高機能自閉症児など

の発達障害児にまで対象児を拡げ, ｢一人一人の教育的

ニーズを把握し, その持てる力を高め, 生活や学習上の

困難を改善又は克服するため, 適切な指導及び必要な支

援を行う｣6) ことを理念としている.

個別指導のニーズが高まっていることや, 個々の子ど

もの発達要求, 学習要求からくる特別なニーズに沿いな

がら個別に指導していくことはもちろん重要である. し

かしながら, 今日の特別支援教育における個別指導計画

の広がりのなかで個別の指導がとかく強調され, 宮本郷

子が指摘するように ｢“学校は, 集団で学びあったり遊

んだりしながら, お互いに育ちあうところ”という“学

校文化”が揺らいできている｣7) 状況は見過ごすことが

できない. 特別支援教育において重要なことは, 個別支

援において個々のニーズに応答することの意義を認めつ

つも, 学級集団, すなわち, 学級の仲間とのつながりの

中で個々のニーズに応答するカリキュラムの在り方を検

討することである.

なお, 特殊教育において一貫して重要な視点であり続

けてきた障害のある子どもの自立と社会参加の問題は,

特別支援教育の理念と基本的な考え方においても引き継

がれており8), 特別支援教育はこの問題に対してどのよ

うに応答していくのかということについては今日におい

てもなお明らかにされるべき課題である.

制度改正によって特別支援教育の対象児とされた発達

障害児は通常学級に 6.3％の割合で在籍していると指摘

されるなか, 発達障害児一人ひとりの教育的ニーズや自

立, 社会参加といった課題に特別支援教育がどのように

応えていくのかを検討する際にカリキュラム開発の視点

は欠かすことができない.

学校の教育課程 (カリキュラム) には①国家によって

定められる教育課程, ②各学校単位で編成される教育課

程, ③個々の教師が計画・実施する教育課程の 3つのレ

ベルがある. これら 3つのレベルに加え, カリキュラム

を子どもの学びの総体, つまり, ｢学びの履歴｣ として

捉えるレベルもある.

発達障害児の特別なニーズに沿ったカリキュラムを構

想するためには, 国レベルで提起されるカリキュラムの

在り方を検討することももちろん重要ではあるが, 各学

校・学級に在籍する具体的な発達障害児に向き合いなが

ら, 学校レベル, 個々の教師のレベル, そして ｢学びの

履歴｣ としてのカリキュラムの在り方を省察していくこ

とがより重要となるだろう.

子どもの学習をめぐって主要には, ①文化的・実践的

共同体への参加による学び9), ②子どもと教師による

｢共同探求授業｣ による学び10), ③子どもと教師の ｢相

互主体的授業｣ による学び11), ④子どもの権利の側から

学ぶ対象を捉えなおす ｢批判的学び方学習｣12) などの先

行研究において, 従来の学習の在り方そのものを問う研

究がなされてきた.

さらに, 筆者は共同研究において学習の共同化に関す

る研究動向を批判的に検討し, 学習を共同の営みとして

構築していく際に, 学習者の側から ｢知を再定義｣ して

いくこと, そのために ｢子どもの生活現実のコンテクス

トと学びのコンテクストとの関連づけ｣ を ｢差異の承認｣

のもとに行う学習集団を育てる指導の重要性について明

らかにしてきた13).

これらの先行研究からも推察されるように, 教育方法

学において ｢参加｣, ｢共同｣, ｢他者｣, ｢主体｣, ｢権利｣
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という概念は子どもの学びを構築する上での重要なテー

マであり続けてきた. 子どもの学びが孤立化し, 競争化

する傾向をますます強めている今日だからこそ, 発達障

害児の学びにおける参加と共同を追求していくことは,

通常の子どもの学びにとっても喫緊の課題である.

そこで, 本論では特別支援教育におけるカリキュラム

研究の一端として, 限定的ではあるが通常学級に在籍す

る発達障害児に焦点を当てたカリキュラム開発の枠組み

を明らかにすることを目的とする. その際, インクルー

シブ教育における重要概念でもある参加と共同がカリキュ

ラム開発をするうえでも基本的視点となることを示しな

がら, 発達障害児の特別なニーズに沿ったカリキュラム

を構想するために, 学習への参加と共同を視点としたカ

リキュラム開発の枠組みを提示する.

2. 発達障害児の学習への参加と共同を支える

集団論

� 学習の場への参加

教師にとって, ともすると学級から飛び出して授業に

参加しない発達障害児を目の前にして, まずは学習に向

かう準備段階として授業に出席してくれてさえいればい

いと考える参加の段階も時には必要となるであろう. し

かしながら, その場合にも授業の在り方や指導の方針を

どのように立てるのかという見通しを持っておく必要が

ある.

つまり, 発達障害児の学習の場への参加を保障すると

いった場合には, 授業の場にひとまず出席していてくれ

たらいいという参加の段階も保障しつつ, 授業に出席す

ることを通して発達障害児がそろそろ学習に取り組んで

もいいかなと思っているチャンスを逃さないことである.

これまでも, 発達障害児が学習の場から排除されない

ために, 学習の場に見通しを持って参加することのでき

る指導の在り方や場づくりの方法などが提起されてきた.

たとえば, 授業における課題提示の仕方の明確さ, 教室

環境の工夫, 加配教員あるいは支援員による支援のあり

方等が吟味されてきたことなどが挙げられる.

一方で, 授業に集中することに困難さを抱える発達障

害児にとって, 授業中は余計なおしゃべりをしない, 立

ち歩かないといったきまりごとに代表される暗黙のルー

ルを強要される学級は生きづらい場となる. 発達障害児

が学習の場へ参加することを保障するためには, 授業に

おける暗黙のルールそのものも問い直す必要がある. そ

のために, 当該の子どもがどのような苦悩や課題を抱え

ているのかを丁寧にききとり, その子どもに寄り添いな

がら, 授業における暗黙のルールや授業のあり方そのも

のを問い直していく視点が求められる.

たとえば, 授業における ｢特別なルール｣ を設定し,

発達障害児を含めた学級一人ひとりの子どもの柔軟な授

業参加を認めていく実践も提起されてきた14). 発達障害

児の困難さがききとられることで, 学びの場のあり方に

ついて学級のみんなで問いながら, 対話と合意に基づく

｢特別なルール｣ を設定し, 柔軟な授業参加のあり方を

承認していくのである.

こうした取り組みは同時に, 発達障害児にとっては自

己の持つ困難さを認識し, それでも学級の仲間とつなが

りながら学習の場に参加できているという意識を形成す

るという意味を持つ. 子どもの学習と生活を創造する実

践的基盤が学級であり, 特に認識や分かり方に困難さを

抱える発達障害児にとって, 学習への参加を促す拠点と

して自己の存在を受けとめてくれる学級集団の存在意義

は大きい.

｢特別なルール｣ の設定などに代表される柔軟な授業

参加を認めていく実践提起は, 多様なニーズを持つ子ど

も, 排除されている子どもも含め, 一人ひとりの子ども

が学習への参加の方法をめぐって互いの意見を表明し,

それについて共に吟味していくことで, 学びと生活に参

加していく権利主体として立ち現われてくることを指導

するものである.

こうした指導の在り方は, インクルージョンの理念そ

のものが基本的人権の問題として捉えられていることに

通ずる. インクルーシブ教育を子どもの権利の問題とし

て捉える背景には, 1989 年の子どもの権利条約, 1993

年の国連, 障害者の機会均等化に関する標準規則, 1994

年のサラマンカ宣言とその行動枠組みなどが存在する.

インクルーシブ教育を明確に位置づけたサラマンカ宣

言では, 各国の政府に対して特別な教育的ニーズに対し

ての準備に関する計画・立案や意思決定の過程に, 障害

者はもちろんのこと, 障害をもつ人びとの保護者, 地域

社会, 障害者団体の参加を促進し可能にすることを要求

している.

サラマンカ宣言におけるこの要求をカリキュラム開発

の問題として引き取るならば, 発達障害児がカリキュラ

ムのあり方について当事者の視点から意見表明すること,

さらにその当事者とつながる人々が彼らの声をききとり,
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必要とされる支援を提供しながら互いに共同してカリキュ

ラムの計画・立案や意思決定の過程に参加することを可

能にするカリキュラム開発の視点を要求していると捉え

ることができる.

カリキュラムをつくるうえで特別なニーズを持つ当事

者が意見表明し, 参加していくことの重要性は, ｢障害

者たちに問われているのは, 追求すべき政策や解決策は

どういうものなのか, 自分たちが問題と考えているのは

一体何なのか, 行動スケジュールはどうあるべきなのか,

ということである. 彼らはインクルーシブな未来を構築

するための中心的な役割を演じなければならない｣15) こ

とと, ｢発言すること (voice) の問題がインクルーシブ

教育の研究や政策, 学校教育の発展にとって中心的な位

置にある. (中略) 私たちは皆, 権利認識に関する教育

の発展に貢献しようとするならば, 周縁的な位置に置か

れる人びとの声に耳を傾ける必要がある｣16) と指摘され

ていることからも明らかである.

すなわち, 発達障害児が自分自身に関わるカリキュラ

ムのあり方について自分自身で決められるということ,

さらに, 決める際には必要な支援を受けながら決められ

るという権利を有していることをカリキュラム開発にお

いても重要な視点としていくのである. そのためにも,

発達障害児が教育的サポートの一方的な享受者となるの

ではなく, 当事者として発言し, 関与しながら, 選択,

決定のプロセスに参加していくことを可能にする支援が

準備される必要がある.

教師が子どもの障害特性を分析し, それに見合う教育

的サポートを提供することはもちろん重要であるが, 学

習の場の選択と決定をめぐる議論のプロセスに発達障害

児が当事者として主体的に参加できる回路を多様に構想

する指導の視点が求められる.

場合によっては学級とは別の特別な場での学習を選択,

決定していくことも必要となるであろう. その際にも,

発達障害児の声なき声までも含めて聴き取ってくれる教

師の存在や特別な場での学習を受けとめ, そこでの学習

に応答してくれる学級の仲間の存在が不可欠である. 発

達障害児の分かったこと, できたことを評価するだけで

はなく, 分からなさやできなさまで含めて応答してくれ

る教師や学級の仲間とのつながりを実感できる共同的な

関係性を支えにしてこそ発達障害児は学習の場を意識化

し, 意欲をもって参加することができるのである.

� 学習内容への参加

学習内容への参加を問う際には, 子どもの発達課題を

その子どもの生活現実のコンテクストにおいて捉えてお

くことが求められ, 学習のプロセスの中で変化する子ど

もの様子を洞察しながら, 学習する内容世界と発達課題

との関連性を問う視点が不可欠となろう.

インクルーシブ教育はすべての子どもの学習と参加を

増やしていく終わりなきプロセスであるともいわれてい

るように, そのプロセスを追求していくなかで ｢他者

(others) とともに学習し, 学習経験を共有することで

他者とともに協働 (collaborating) する｣17) ことを指導

の原則しとして持つことが必要である. この原則は, 他

者との共同的な関わりの中でこそ学習は成立するという

ことを表しており, インクルーシブ教育における学習の

共同の原則を指摘したものと捉えることができる.

そうであるからこそ, インクルーシブな実践を展開し

ている学校のカリキュラムの組織化と提供に関する共通

したテーマとして, 一つには, 子どもの異年齢集団をつ

くること, 二つには, 学級レベルにおいて能力の面で異

質な集団をつくること, 三つには, 共同的な学習が有効

に働くために詳細な計画, 積極的な相互依存の発展, 個々

の子どもが課題や社会的スキルやコミュニケーションス

キルを一人で行うよりも共同で行うことによって, より

多く達成することを可能にするためのさまざまなアプロー

チにアクセスすることが挙げられている18).

もちろん, 異質な集団を形成すれば直ちに子どもたち

の間に共同的な学習が生まれるのかというとそうではな

い. 発達障害児を含めた異質な集団を形成したとしても,

形式的に同一の学習内容, 学習課題を要求するならば,

それは発達障害児を結果的に学習から排除することにつ

ながるだろう. それは, 個々の子どもの持つ発達課題や

特別な教育的ニーズに応答する指導の視点を欠くもので

ある.

通常学級において発達障害児に同一内容, 同一課題へ

の参加を強制するのではなく, ｢学習課題は異なりつつ,

共通の場面・教材だからこそ, 子どもは相互に意識しな

がら学習に挑む｣19) ことのできる内的分化論20)を視点と

して, 発達障害児の特別ニーズを考慮した多様な授業過

程構想がカリキュラム開発の枠組みとして欠かせない.

個々の子どもの差異を前提にしつつ, その差異を学習

の場で生かす授業構想の意義は, 同一の学習場面におい

て学習課題や学習方法こそ異なるが, 子ども同士が共に
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学ぶ互いの存在を意識化しながら学習するところにある.

分かり方やでき方をめぐる交流を促す指導をしていくこ

とで, 学習課題や学習方法が異なったとしても学級の仲

間から排除されるのではなく, 共に学んだことは何なの

かを吟味し共有できる学習集団を形成していくのである.

そうすることで, 発達障害児と学級の子どもたちとの間

に学習内容を媒介とした共同, すなわち, つながりの世

界がつくりだされるのである.

さらに, 発達障害児のこだわりや得意とすることを活

かしながら授業に参加できる場面や活躍できる活動をつ

くり出していくことも欠かせない. たとえば絵を描く,

物を作る, 動作化する, 表現するといった多様な活動場

面を学習内容と切り結びながら構想する実践の在り方で

ある.

発達障害児は授業の中で ｢できない｣ と感じることが

多く, 自己肯定感の低い子どもが少なくない. それゆえ

に, 学習内容との関連で発達障害児が得意とすることを

活かすことや, 身体の動きにぎこちなさがある発達障害

児には, 詩や歌詞を動作化することで身体機能に働きか

けるなど, ｢自分にもできた｣ という達成感を味わいな

がらがんばれる活動場面を授業の中につくり出していく

視点が求められる.

そのうえで重要となることは, 発達障害児の活躍の事

実を丁寧に学級に示しながら, その活躍の事実に応答で

きる子ども相互の共同的な関係性をつくり出していく指

導である. 発達障害児はその応答的, 共同的な学びのプ

ロセスにおいて学級の仲間から見直され, 励ましと支え

によって学習への意欲と自信を取り戻していくのである.

そうすることによって学習に再び参加できるようになり,

学習を媒介にしながら学級の仲間とのつながり＝共同の

世界をつくり出していくのである.

もちろん, そのつながりの世界においては, 差異が差

異として認められることと, そのうえで差異の承認をめ

ぐる合意をつくりだす学びのプロセスを構築していくこ

とが不可欠となるであろう.

学習内容に関して一人ひとりの意見や考えを無条件に

肯定していくという指導のあり方は, 子どもたちの知を

限りなく相対化させていく. ｢みんなちがってみんない

い｣ の世界は場合によってはなんでもありの知的相対主

義に陥る危うさがあることを認識する必要があるだろう.

知的相対主義を批判的に問い直しながら, つまずきや認

識の困難さといった学びにおいて差異ある者同士が互い

の世界に越境し, 合意できる点, つながりあえる点はど

こにあるのかをめぐる共同の知を追求する学習内容への

参加の視点がカリキュラム開発をするうえで求められる.

また, 発達障害児を含めた一人ひとりの子どもの ｢生

活現実のコンテクストと学びのコンテクストとの関連づ

け｣ の内実を明らかにしていくうえでも, 学習における

｢差異の承認｣ としての合意と不合意をめぐる問題21)に

ついてさらに追求していくことが不可欠である.

なぜならば, とりわけ特異な行為行動をする他者とし

て見なされ排除の対象となることの多い発達障害児を目

の前にして, その世界は容易には理解することができな

い. それゆえに, 子どもたちが学習を媒介にしながら,

不合意まで含めて発達障害児の学びの世界に存在する価

値と必然を共々に発見し意味づけていくことができる学

習集団を形成していくことが重要である.

3. 教材づくりの視点
インクルーシブ教育では子どもの学びと参加を拡大し

ていくことがめざされる. それゆえに, 子どもが教科内

容の世界に参加すること, 教科内容の世界に挑みながら

子どもの自立と社会参加をも志向していくうえでの重要

な媒介となる教材づくりは, カリキュラム開発における

力点の一つである.

個々の教科における授業を構想するうえで, 教材が持

つ文化性や系統性を吟味しながらその文化的価値と子ど

もの生活現実や発達課題とを切り結ぶ視点が教材づくり

には欠かせない. この視点を基盤として子どもの興味を

呼び起こし, 発達障害児が思わず参加したくなるような

教材, 生き生きと取り組むことのできる教材をいかに多

様に作り出すことができるかが鍵となろう.

成田孝は, ｢子どもが豊かに学ぶ教材文化の条件｣ と

して次の 5点を挙げている22).

① 体性感覚に積極的に働きかける.

② 過程や結果が明快で, 失敗が許容され, 試行錯誤

が十分に可能である.

③ 簡単なものから難しいもの, 単純なものから複雑

なものなど, 子どものさまざまな発想が生かされ

る多様性や発展性がある.

④ 子どものイメージを喚起してイメージと絡めるた

めに, 抽象的・模擬的でなく具体的・実際的であ

る.

⑤ 集団の教育力に着目する.

日本福祉大学子ども発達学論集 第 5号

― 65 ―



成田は, ｢土粘土｣ を教材とした実践23)を提起してい

るが, ｢土粘土｣ という教材を通して子どもの体性感覚

に働きかけることがきわめて重要であると指摘している.

それは, ｢見たり聞いたりして表面的かつ受動的に分か

るレベルを克服するためには, 手や道具を主体的に操作

して体性感覚 (皮膚感覚および運動感覚) に働きかけ

る｣24) ことに実践の力点を置いているからである.

成田によって教材文化の条件として提起されている上

述の 5 点は, ｢土粘土｣ 教材に限らず, 子どもが豊かに

学ぶことを可能にする教材づくりをしていくうえでの重

要な視点を提起していると思われる. 今日, 発達障害児

も含めて子どもたちが豊かな自然体験や生活場面で実際

のさまざまなモノとふれ合う遊びや労働の体験が乏しく

なっている状況を踏まえると, 成田が指摘する教材文化

の世界を通して子どもの生活体験を豊かにするという点

からみても教材開発の際に意識的に取り上げたい点だか

らである.

しかしながら, 発達障害児の中には感覚過敏であった

り運動機能に困難さを抱えている場合がある. そのため,

成田の提起する教材文化の条件①の ｢体性感覚に積極的

に働きかける｣ という点は発達障害児を対象とするとき

には感覚過敏等, 発達障害児の抱える課題に十分な注意

を向けた教材づくりをする必要があるだろう.

このように教材づくりには, 子どもの生活経験や身体,

認識等の状況を丁寧に把握しながら, 子どもの生活現実

のコンテクストと教材の持つ文化性, 科学性, 系統性を

考慮した学びのコンテクストとをどのように関連させて

いくかという視点が求められる. この視点を欠くと子ど

もにとって学びの世界が自己とは乖離したものとなり,

子どもにとってのほんものの知とはなり得ないであろう.

教材開発をおこなう際には, 子どもの ｢今｣ を充実させ

ながら, ｢明日｣ をひらく活動を構想し展開する視点が

重要となる.

他方で, 子どもの権利という今日的課題からの教材開

発において欠かすことのできない観点として ｢自立と社

会参加｣ を問う教材づくりが挙げられる. 今日の新自由

主義による市場主義的な社会状況の中での ｢自己責任論｣

はいっそう強まっている. こうした動向の中で子どもた

ちは強い自己としての自立を強いられているのではない

だろうか. それは, ｢自立｣ の名による孤立化にほかな

らない. このような強い自己としての ｢自立｣ を求めら

れる状況下では, 発達障害児のみならず通常の子どもに

とっても生きづらい生活をつくり出すこととなる. そう

した状況であるからこそ, 学習の対象世界を学ぶことを

媒介として学級の仲間同士がつながり, 仲間とともに社

会を批判的に問う中で個々人が自分自身の自立のあり方

(＝自己の生き方) について問うことのできる教材づく

りが追求される必要がある.

今日, 自立とは ｢他者への依存を断ち切ることではな

く, むしろ積極的な人格的関係をつくりつつその中で自

己の生き方を確立していくこと｣25) と提起されているよ

うに, さまざまな生きづらさを抱えている子どもたち一

人ひとりが他者と共々に平和的に生きる生き方を探りな

がら, そのつながりの中で自己の生き方を確立させてい

くこととして捉えることが求められる.

そのためにも, 子どもたちの生活現実に基づく認識の

在り様や人間観, 世界観を把握しながら, 教材の持つ思

想と対決させることで子どもの思想や認識枠組みを揺さ

ぶり, 自己の生き方を捉えなおしていく契機を含んだ教

材づくりを行う必要がある26).

子どもが学級の仲間と共々に平和的に生きられる生き

方の追求を目指す指導は, 同時に子どもの生活現実や世

界に目を向けさせる指導を必要とする. 社会的にも周辺

の位置に置かれることの多い障害児だからこそ, 特別支

援教育におけるカリキュラム開発の重要な課題として,

学級, 学校, 社会における支配的, 政治的な構造を問う

契機が含まれた教材づくりを検討することで, 社会のあ

り方を批判的に捉えなおす学びを構想していくことが不

可欠である.

4. 今後の課題としてのカリキュラム開発を支

える学校づくり

� 教職員の共同

イギリスのインクルーシブ教育研究センター (Cen-

ter for Studies on Inclusive Education) は, インクルー

シブ教育を実践するための指針として 『Index for

Inclusion』 を全校に配布した. そのなかで, インクルー

シブな方向へと学校を改善するためには, ｢インクルー

シブな文化を創りだすこと｣ ｢インクルーシブな方針を

生み出すこと｣ ｢インクルーシブな実践を展開すること｣

という 3つの次元があると提起された27).

これら 3つの次元は学校の内部でインクルージョンを

展開するうえで不可欠なものとされ, とりわけインクルー

シブな文化をつくりだすことが基盤となってインクルー
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シブな方針や実践が構築されると強調されている. しか

しながら, 実践やカリキュラムまで含んで学校全体を改

善していくのは容易ではない. それゆえに, 学校をイン

クルーシブな方向で再構築しようとするときには, イン

クルーシブな価値を確立させ, その価値を学校文化とし

て実現させていくためのコミュニティを形成することが

求められる28).

インクルーシブ教育では, 教職員, 子ども, 保護者,

地域, さまざまなレベルでのコミュニティの形成が提案

されているが, カリキュラム開発に焦点化した際にまず

重要になるコミュニティとして考えられるのは教職員集

団であると思われる. なぜならば, 教職員が共同しない

ところでは, インクルーシブな方向へ学校組織を変えて

いくためのインクルーシブな価値や文化を学校全体とし

て形成することができないばかりか, 教職員の協力, 共

同が得られない学校ではインクルーシブな実践を創造的

に行っていくことも難しくなるからである.

インクルーシブな方向での教職員相互の共同を構築し

ていく方法は重層的に構想していく必要があるが, 発達

障害児を含めた特別な教育的支援を必要とする子ども理

解の視点や指導方法について教師同士で自由に対話でき

る関係性や場を丁寧につくり出していくことが求められ

る29).

すなわち, 互いの実践において抱えている困難さや苦

悩がききとられ, 共感し合いながら子ども理解の共有を

図り, 指導の方針を共同で立てていくのである. この点

からも, 特別支援教育における校内委員会の設置をはじ

めとした学校全体での支援体制の整備及び取り組みは,

発達障害児を含めた特別なニーズを抱えた子どもに対す

る子ども理解を教師相互が共有し, 指導のあり方をめぐ

る議論が自由にでき, 共有できる場として位置づいてい

く必要があるだろう. さらに, 公式な場としての校内委

員会や校内研修等での議論を充実させていくこととあわ

せて, 日常的な議論の場を保障していくことも教職員相

互の関係性を対話的, 共同的な関係性へとひらいていく

うえで欠かせない.

今日の多忙さをきわめる学校現場において, 日常的な

議論の場を設けることそのものが難しいかもしれない.

しかしながら, 多忙さゆえにお互いの実践を通して教職

員がつながりあうことを困難にさせている状況だからこ

そ, 教職員の相互の応答的な時空間を意識的に保障し,

相互の実践を共同的に支える関係性の構築を学校文化と

して根付かせていくことがカリキュラム開発をするうえ

でも不可欠である.

インクルーシブな学校文化を支えにしながら指導方針

と教育実践を確立させていく教職員集団の形成は, 発達

障害児が排除されないインクルーシブなカリキュラム開

発をするための重要な論点として位置づけておく必要が

ある.

� 特別支援教育コーディネーターの役割

『特別支援教育の推進について (通知)』30) では, 特別

支援教育コーディネーターを指名することと, その役割

として, 校内委員会・校内研修の企画・運営, 関係諸機

関・学校との連絡・調整, 保護者からの相談窓口などの

役割を担うことが記述されている. 小・中学校では, 校

内委員会の設置や特別支援教育コーディネーターの指名

などの基本的な体制は整備されつつあるものの, 実態と

して子どもの SEN に十分応答する役割が果たせている

かというと課題は少なくない.

たとえば, 特別支援教育コーディネーターに関する調

査では, ｢校務分掌や担任の仕事が忙しく, 時間がない｣,

｢教職員の数が足りない｣, などの理由から特別支援教育

コーディネーターとしての職務を行う時間の確保が難し

いという教育現場の実態も報告されている31). 特別支援

教育コーディネーターの役割を十分に発揮させていくた

めの時間と場をいかに確保していくのかという問題は,

人的, 物的含めた教育予算の配置を早急に求めるもので

ある.

職務を果たすための時間の確保が難しいという困難さ

を抱えてはいるが, 同調査では, 特別支援教育コーディ

ネーターとして重要だと思う職務と, 実際に取り組んで

いる職務の両方について, ｢学級担任への支援｣, ｢校内

関係者との連携｣, ｢校内委員会の推進｣ の順で多かった

という結果を得ている32). この調査結果は重要な意味を

持っていると思われる.

すなわち, 第一には, 特別支援教育コーディネーター

が困難を抱える学級担任への支援を通してまずはつなが

ること, 第二には, そのつながりを通して学級担任の困

難さをコーディネーターがききとりながら, 学年の教師

集団, 養護教諭, 特別支援学級担任など, 学校全体の教

職員集団とつなげること, 第三には, 第一と第二の点を

通して教職員のつながりをつくりだしながら特別なニー

ズを持つ子どもの教育をめぐる議論をする場として校内
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委員会を位置づけ推進していく取り組みに開かれるとい

う意味を持つ.

教育実践において困難を抱えている学級担任は, きき

とってくれる同僚教職員 (＝他者) の存在があってこそ

自己の実践の困難さが語れるのである.

困難を抱えている学級担任を学校の中で孤立させない

ためにも, 困難さをききとり, 応答する他者としてコー

ディネーター自身が位置づいていく必要がある. そのう

えで, 教職員の中でだれとだれはつながれるのかといっ

たつながりと共同の世界をどのように広げていくかをコー

ディネートする力が特別支援教育コーディネーターの実

践的課題の一つになるであろう.

先に教職員の共同は, 発達障害児が排除されないイン

クルーシブなカリキュラム開発をするうえで重要である

ことを指摘したが, 特別支援教育コーディネーターは,

その教職員間の共同を生み出すキーパーソンとしての位

置にある.

学校全体として子ども理解と指導方針の共有をつくり

だす教職員相互の共同の世界を立ち上げながら, 発達障

害児が学習の場や学習内容に学級の仲間と共同的に参加

することを可能にする具体的なカリキュラム開発のあり

方を追求していくためにも, 特別支援教育コーディネー

ターの役割と意義について十分検討されていくことが今

後の課題である.
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